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はじめに

当委員会は，地方分権が進展する中，県議会の政策立案機能等の充実・強化

を図るため平成19年度から毎年度設置され，提言を行ってきたが，平成２８

年度も新たな委員で政策提言案の検討等に取り組んだ。

全議員を対象にした政策提言等に関する意向調査を行った上で，平成２８年

５月３１日に第１回委員会を開催して以来，１０回に及ぶ委員会を開催し，そ

の間，現状や課題等の把握を行い，対応策や提言内容について委員間で議論を

重ねてきた。

その結果，「子どもの貧困対策」及び「特別支援教育の充実」について提言

案を取りまとめるとともに，「森林資源の循環利用の促進に関する条例」を議

員提案で制定すべきとの報告を行った。

本報告書は，平成2８年度の当委員会の検討経過及び結果等について，取り

まとめたものである。
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１ 委員会の活動経過

（１）委員会の行う検討・調査事項

① 議会が知事等に対して行う政策提言案

② 議員による政策条例の対象とすべき事項

（２）議員への意向調査の実施

平成２８年４月，全議員を対象にした政策提言及び政策条例に関する意

向調査を実施したところ，県政全般にわたる１６件の提案がなされた。

提案項目件数・・・・・・・ １６件（１５件）

・ 政策提言・・・・・・ １２件（１１件）

・ 政策条例・・・・・・ ４件（ ４件）

※ （ ）は重複を除いた件数

（３）検討項目の決定

意向調査の結果等も踏まえ，当委員会の検討項目を次のとおり決定した。

① 子どもの貧困対策

② 特別支援教育の充実

③ 木材利用促進

（４）委員会の開催状況

平成２８年５月３１日に第１回委員会を開催して以後，委員会を１０回

開催した。委員会では，検討項目ごとに担当委員が課題等の説明を行うほ

か，県当局（総務部，保健福祉部，環境林務部及び教育庁）からの現状等

の聴取も実施して，委員間で議論を行った。

なお，関係の常任委員会委員長にもオブザーバーとして出席を求めた。
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平成２８年度政策立案推進検討委員会の開催等状況

月 日 会議名等 協 議 内 容 等

H2８. ４.２７ 意向調査の実施 ・全議員を対象とする意向調査

H2８. ５.３１ 第1回委員会 ・正副委員長の選出

・検討の進め方等について

H2８. ６. ９ 第2回委員会 ・検討項目の選定について

H2８. ６.２０ 第3回委員会 ・検討項目の決定

・担当委員の決定

H2８. ７.２６ ・「子どもの貧困対策」について

（学識経験者等との意見交換）

H2８. ８. ５ ・「子どもの貧困対策」について

（現地視察・調査：子ども食堂）

H2８. ８.１０ 第4回委員会 ・「子どもの貧困対策」について

（総務部，保健福祉部，教育庁から現状等の聴取）

・「特別支援教育の充実」について

（教育庁から現状等の聴取）

H2８. ９. ６ ・「子どもの貧困対策」について

（現地視察・調査：福岡県）

H2８. ９. ７ ・「特別支援教育の充実」について

～ ９. ８ （現地視察・調査：長崎県）

H2８.１０. ４ 第5回委員会 ・「特別支援教育の充実」について

H2８.１０. ７ 第6回委員会 ・「子どもの貧困対策」について

・「特別支援教育の充実」について

・「木材利用促進」について

（環境林務部から現状等の聴取）

H2８.１２. ６ 第7回委員会 ・「子どもの貧困対策」について

・「特別支援教育の充実」について

H2８.１２.１３ 第8回委員会 ・「子どもの貧困対策」について

・「特別支援教育の充実」について

・「木材利用促進」について
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H2８.１２.１３ 議長への報告 ・「子どもの貧困対策」について

H2８.１２.１６ 知事等への提言 ・「子どもの貧困対策」について

H2９. １.１７ 第9回委員会 ・「特別支援教育の充実」について

・「森林資源の循環利用の促進に関する

条例」の制定について

H2９. ２.１６ 第10回委員会 ・「特別支援教育の充実」について

・「森林資源の循環利用の促進に関する

条例」の制定について

・「政策提言等に関する報告」について

H2９. ２.２３ 議長への報告 ・「特別支援教育の充実」について

・「森林資源の循環利用の促進に関する

条例」の制定について

・「政策提言等に関する報告」について

（５）検討結果の概要

「子どもの貧困対策」及び「特別支援教育の充実」について知事及び教

育委員会に提言すべきとし，「森林資源の循環利用の促進に関する条例」

について議員提案による政策条例の制定に取り組むべきとした。

２ 提言等

（１）「子どもの貧困対策について」（政策提言）

※ 平成２８年１２月１３日に議長へ報告 別紙１のとおり

（２）「特別支援教育の充実について」（政策提言）

※ 平成２９年２月２３日に議長へ報告 別紙２のとおり

（２）「森林資源の循環利用の促進に関する条例の制定について」(政策条例の対象項目)

※ 平成２９年２月２３日に議長へ報告 別紙３のとおり



子どもの貧困対策について

１ 提言の背景

（１） 子どもの貧困を取り巻く現状

平成25年国民生活基礎調査によると，子どもの貧困率は過去最悪

の16．3％で，約６人に１人の子どもが平均的な生活水準の半分以

下で生活していることが分かった。中でも深刻なのは一人親世帯で，

その貧困率は54．6％にも上る。

国民生活基礎調査とは算定方法が異なるものの，山形大学の戸室准

教授が調査した都道府県別の子どもの貧困率において，本県は20．

6％と全国で３番目，日本財団が調査した都道府県別の貧困状態にあ

る子どもの割合は19．3％と全国で５番目となっており，いずれも

高い数字を示している。

また，日本財団は「子どもの貧困の社会的損失推計レポート」にお

いて，子ども時代の経済格差が教育格差を生み，将来の所得格差につ

ながるという想定のもと，子どもの貧困の現状を放置した場合，わず

か１学年あたりでも経済的損失は約2．9兆円に達し，政府の財政負

担は1．1兆円増加するという推計結果を発表しており，子どもの貧

困は，当事者だけの問題ではなく，社会全体に波及する非常に重要な

課題であるということを明らかにしている。

子どもの貧困に係る深刻な状況を受け，政府は，子どもの貧困対策

の推進に関する法律を平成26年に施行し，同年８月には子供の貧困

対策に関する大綱を策定。また，新３本の矢の一つである子育て支援

において，子どもの貧困の問題に取り組むとした。

さらに，平成27年10月には，子供の未来応援国民運動が始動し，

子供の未来応援基金を創設。平成２８年に入り，子どもの貧困対策に

関する超党派の議員連盟が発足するなど，子どもの貧困解消へ向けた

動きが広がっている。

本県においても，平成28年３月に策定した「かごしま子ども未来

プラン2015」に盛り込んだ「子どもの貧困対策計画」に基づき，教

別紙１
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育支援の充実，生活支援の充実，保護者に対する就労支援の充実，経

済的支援の充実を施策目標に掲げ，ひとり親家庭の医療費助成事業や

就労支援対策事業，生活困窮者自立支援事業などの施策に取り組んで

いる。

このように子どもの貧困への関心が高まる中，民間主導による貧困

対策や居場所提供などを目的とした子ども食堂の開設が急増してお

り，全国では300か所あまり，県内でも平成28年に入り，各地で次

々と開設されるなど，活発な支援の動きがみられている。

（２） 子どもの貧困解消に向けた取組の方向性

ア 県民への意識啓発と助成制度等の周知徹底

鹿児島大学の齋藤准教授によると，現代の子どもの貧困の特徴は

「相対的貧困であり，見えない貧困」であるという。

相対的貧困は，子どもの体格や服装などの外見から判断するのが

難しく，また，恥ずかしさや親をかばう気持ちから，うそをついた

り，声を上げることをためらう子どもが多いため，見えにくくなっ

ているという。

したがって，周囲の人々が「見えない貧困」を「見つめる意識」

を持つことが重要であり，県民の認識を高め，理解促進を図るため，

本県の子どもの貧困に関する現状を広く周知し，啓発に努める必要

がある。

併せて，経済的困難を抱える家庭や周囲の県民が，助成制度や県，

市町村等の相談窓口など支援につながる情報を認識し，「見えない

貧困」を掬い上げることができるよう，市町村と一体となって更な

る周知に努める必要がある。

イ 子どもの貧困対策の推進

現在，県内においては，民間主導の取組が進み，子どもの貧困対

策の機運が高まっている。この機運を後押しし，更に押し進めるた

めに，県としても具体的でより効果的な対策を早急に実施する必要

がある。

まずは，子どもたちが生きる力を蓄え，生活基盤を形づくる支え

とするため，食べること，孤独に陥らないこと，必要な治療を受け
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られることなどの生活支援が最優先である。

併せて，貧困が世代を超えて連鎖することのないよう教育支援が

重要である。平成２６年に施行された子どもの貧困対策の推進に関

する法律は，子どもの貧困対策について「子どもの将来がその生ま

れ育った環境によって左右されることのない社会を実現することを

旨として講ずることにより，推進されなければならない。」と基本

理念に掲げている。

生まれ育った環境に左右されることのないよう教育や学習機会の

格差を解消することにより，子どもたちのよりよい未来に向けた選

択肢が増え，貧困からの脱却につながるものと考える。

ウ 子どもの貧困解消に向けた環境体制の整備

県では，「子どもの貧困対策計画」に基づく支援のほか，子ども

の生活等の実態を把握し，子育て支援に係る今後の施策に生かすた

め，今年度，かごしま子ども調査事業に取り組んでいる。子どもの

貧困対策を展開する上で，その実態把握は必要不可欠である。この

調査結果等をもとに，子どもに関する施設等の関係者や有識者を交

え，子どもの貧困対策計画や数値目標の検証と見直しを行っていく

ことにより，子どもの貧困解消に向け，より確実な効果が上がって

いくものと考える。

また，福岡県子ども支援オフィスによると，家計相談が経済的困

難の解消につながる入口であり，重要な支援策であるという。経済

的な困り事を認識し，整理することで，現在の生活だけではなく，

将来の見通しも立てられるようになり，貧困解消に向けた１歩へつ

ながっていくことから，家計相談支援体制の更なる充実が望まれる。

以上，子どもの貧困対策の取組の方向性として，県民への意識啓発や

助成制度等の周知，環境体制の整備のほか，生活・教育面における具体

的でより効果的な対策を早急に推進する必要があるとの結論を得，次の

とおり提言する。
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2 提言

（１） 県民への意識啓発と助成制度等の周知徹底

ア 子どもの貧困は個々の家庭の問題ではなく，社会全体で取り組む

べき非常に重要な課題であるということについて，県民の認識を高

め，理解促進を図るため，本県の子どもの貧困に関する現状を周知

し，啓発に努めること。

イ 就学援助制度などの助成制度や県，市町村等の相談窓口に関する

情報が支援の必要な家庭に確実に届くよう，また，支援の必要な方

々の周囲の県民にも認識されるよう市町村と一体となって更なる周

知に努めること。

（２） 子どもの貧困対策の推進

ア 生活支援

（ア） 貧困家庭の子どもに対し飲食や居場所を提供する子ども食堂

等の運営の円滑化，維持継続を図るため，必要な支援及び助言

を行うこと。

（イ） 児童養護施設退所後の子どもたちが経済的困難を抱えること

なく自立の道を進めるよう必要な支援を行うこと。

（ウ） 経済的理由により治療を中断したり，必要な受診を抑制する

ことのないよう，子どもの医療費助成制度の現物給付等，医療

費支援の充実を図ること。

（エ） 保護者が昼間労働等により家庭にいない放課後児童の居場所

確保を図り，保護者の就労支援に資するため，貧困家庭の放課

後児童クラブ利用に関し，実施主体の市町村に対し，必要な支

援及び助言を行うこと。

イ 教育支援

（ア） 貧困による学力格差や学習意欲の低下が生じることのないよ

う貧困家庭に対する学習支援の充実を図るため，必要な支援及

び助言を行うこと。
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（イ） 市町村が実施する就学援助制度について，適切な支給時期へ

の配慮及び支給額・支給対象の充実を図るよう必要な助言を行

うこと。

（例）・新入学児童生徒学用品費の入学前支給

・修学旅行費の事前支給

・給食費の全額支給

・ＰＴＡ会費，部活動費，生徒会費等，支給対象の拡大

（ウ） 公立高校より授業料が高額となる私立高校への進学を経済的

理由から断念することのないよう私立高校の生徒に対する就学

支援金制度等の対象者や支給額について，更なる支援の拡充に

努めること。

（３） 子どもの貧困解消に向けた環境体制の整備

ア 鹿児島県子ども・子育て支援会議を活用して，「子どもの貧困」

をテーマとした検討を重点的に継続して行い，その検討状況を基に，

子どもの貧困対策計画の施策を，より効果的なものにしていくこと。

イ 経済的困難を解消する重要な支援策である家計相談支援体制の充

実に努めること。
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平成25年度国民生活基礎調査の概況～抜粋～

子どもの貧困率
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山形大学人文学部　戸室准教授　調査結果

子どもの貧困率

【山形大学調査による子どもの貧困率の計算方法】
　18歳未満の末子がいる世帯のうち，最低生活費以下の収入しか得ていない世帯の割合。
　最低生活費は，生活扶助，住宅扶助，教育扶助，一時扶助の合計。
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【山形大学戸室准教授調査による貧困率の計算方法】



子どもの貧困の社会的損失推計～都道府県別推計～レポート
（2015年12月　日本財団）
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（2016年3月11日訂正版　日本財団）



子どもの貧困の社会的損失推計レポート
（2015年12月　日本財団）
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特別支援教育の充実について

１ 提言の背景

（１） 特別支援教育の意義

特別支援教育は，障がいのある幼児児童生徒の自立や社会参加に向

けた主体的な取組を支援するという視点に立ち，幼児児童生徒一人一

人の教育的ニーズを把握し，その持てる力を高め，生活や学習上の困

難を改善又は克服するため，適切な指導及び必要な支援を行うもので

ある。

また，特別支援教育は，かつての特殊教育の対象の障がいだけでは

なく，知的な遅れのない発達障がいも含めて，特別な支援を必要とす

る幼児児童生徒が在籍する全ての学校において実施されるものであ

る。

さらに，特別支援教育は，障がいのある幼児児童生徒への教育にと

どまらず，障がいの有無やその他の個々の違いを認識しつつ様々な

人々が生き生きと活躍できる共生社会の形成の基礎となるものであ

り，我が国の現在及び将来の社会にとって重要な意味を持っている。

（２） 特別支援教育の動向

ア 国の動向

障害者の権利に関する条約が，平成１８年に国連において採択さ

れ，平成２０年５月に発効した。同条約においては，人間の多様性

の尊重等を強化し，障がいのある者と障がいのない者が共に学ぶ仕

組みとしての「インクルーシブ教育システム」の理念が提唱された。

我が国は，平成１９年の同条約の署名から平成２６年の批准に至る

過程において，平成２３年の障害者基本法の改正，平成２５年の就

学先決定に関する学校教育法施行令の改正，障害を理由とする差別

の解消の推進に関する法律の制定など，教育分野をはじめ，同条約

の趣旨を踏まえた様々な制度改正等が行われてきた。

イ 本県の動向

県教育委員会では，平成２６年２月に，本県の実情に応じた教育

振興のための施策に関する基本的な計画として，平成３０年度を期

限とした「鹿児島県教育振興基本計画」を策定した。その中で「特
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別支援教育の推進」として，障がいのある幼児児童生徒に対する円

滑な就学手続の実現，一人一人の教育的ニーズに応える指導・支援

の充実，就学前から学校卒業後までの一貫した支援体制の整備，特

別支援学校におけるセンター的機能の発揮など，これからの施策の

方向性が示されている。

また，平成２６年１０月に「障害のある人もない人も共に生きる

鹿児島づくり条例」が施行され，障がいを理由とする差別をなくし，

障がいのある人もない人も，一人一人の人格と個性が尊重され，社

会を構成する対等な一員として，安心して暮らすことのできる鹿児

島づくりが進められている。

（３） 本県における特別支援教育の現状と課題

ア 離島における特別支援教育

本県離島においては，奄美大島及び種子島に特別支援学校が設置

されているが，特別支援学校が設置されていない離島の保護者等か

らは，障がいのある生徒が，義務教育終了後も引き続き地元で学ぶ

ことができるよう，特別支援学校高等部の分校又は分教室の設置を

要望する声が上がっている。

県教育委員会では，地元で後期中等教育を受けたいというニーズ

に応えるための選択肢として，本県独自の「高校校舎を活用した特

別支援学校高等部訪問教育」を与論島，徳之島及び沖永良部島で実

施し，授業時数を柔軟に対応するなど，離島における特別支援教育

の充実に努めているところである。

しかし，その一方で，「高校校舎を活用した特別支援学校高等部

訪問教育」の開設に当たっては，集団での学び合いを確保し，将来

の自立に向けた社会性を育むことが極めて重要であるとして，複数

名（２名以上）の対象生徒の入学希望があることを要件の一つとし

ていることから，入学希望が１名しかいない離島において後期中等

教育を希望する生徒は，島外の特別支援学校に通わざるを得ない状

況も想定される。

イ 高等学校における特別支援教育

本県では，各公立高等学校において発達障がいなど特別な配慮が

必要と判断された生徒が，本年度８０８人在籍しているが，特別支

援教育の経験のある教員が少ないことから，学校全体で，特別な配

慮を要する生徒が在籍し，すべての教科において個々の実態やニー

ズに応じた指導・支援が必要であるという共通認識・理解の醸成が
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重要である。

また，各市町村教育委員会では公立幼稚園，小・中学校に，障が

いのある幼児児童生徒に対する学校生活上の介助や学習活動上の支

援などを行う特別支援教育支援員の配置を行っているが，本県の公

立高等学校については，現在，３校のみに配置されている状況であ

る。

特別支援教育支援員の配置に係る経費については，地方財政措置

が講じられていることから，このような制度を有効活用するととも

に，支援が必要な生徒のニーズ把握に努めるなど，高等学校におけ

る特別支援教育支援員の配置促進が必要である。

小・中学校においては，通常の学級，通級による指導，特別支援

学級といった多様な「学びの場」が整備されているが，中学校卒業

後の進学先は，主として高等学校の通常の学級又は特別支援学校高

等部に限られている。

特別な支援が必要な生徒が在籍する高等学校において，学校教育

法に基づき適切に特別支援教育を実施できるようにするためには，

小・中学校における通級による指導に相当する，高等学校における

特別な「学びの場」の早急な整備が求められている。

このような状況を踏まえ，国においては，平成２８年１２月に学

校教育法施行規則の一部を改正して，高等学校での通級による指導

を制度化したところであり，平成３０年度からの制度運用に向けて，

円滑に準備が進められるよう，具体化に向けた研究が必要である。

また，障がいのある生徒が，生涯にわたって自立し，社会参加し

ていくためには，企業などへの就労を支援し，職業的な自立を果た

すことが重要である。特に，高等学校における障がいのある生徒の

就職促進のためには，通常の進路指導に加え，就労支援機関とのつ

ながりや就職先への情報の引継ぎ等，特別な取組が求められること

から，今後，学校，企業，労働等の関係機関が連携して支援体制を

構築し，雇用機会の確保を強化することが必要である。

ウ 特別支援教育の体制整備・環境整備

障がいを理由とする差別の禁止を明記した障害者差別解消法が平

成２８年４月から施行され，国公立学校は，障がいのある児童生徒

が他の児童生徒と同様に十分な教育を受けられるようにするため，

物理的環境への配慮，意思疎通の配慮，ルール・慣行の柔軟な変更

等の「合理的配慮」の提供が義務付けられることとなった。このこ
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とを受けて，今後，特に地域の小・中学校においては，本人・保護

者との合意形成の下，障がいのある児童生徒の生活・学習環境の一

層の整備に努める必要があることから，設置者である市町村教育委

員会での検討，判断に際し，県教育委員会が適切に情報提供，助言

することが求められる。

また，特別な支援が必要な子どもの自立と社会参加のためには，

就学前から学校卒業までの一貫した支援が必要である。就学や進学

の際には，環境の変化に伴う混乱を最小限にするためにも，個別の

指導計画・教育支援計画や，必要な支援・配慮等の情報をコンパク

トにまとめた移行支援シートによる引継ぎが大変重要である。

しかし，対象児童生徒が在籍している小・中学校においては，す

べての学校で個別の指導計画・教育支援計画が作成されているのに

対し，幼稚園や高等学校ではまだ十分ではない現状があることから，

今後，一貫した支援体制を構築するためにも，幼稚園や高等学校に

おける個別の指導計画・教育支援計画の作成，移行支援シートの活

用を促進していく必要がある。

一方で，児童生徒の社会的自立に向けて教育機能をさらに強化す

るためには，特別支援学校高等部について，全県的視野に立って将

来的な就学ニーズを把握するなど，環境整備の必要性を継続的に検

討することが重要である。

また，特別支援学校は，地域の小・中学校等において教員に対す

る教育相談や研修会等を行っているが，障がいのある幼児児童生徒

一人一人の教育的ニーズに応じた支援・指導の更なる充実を図るた

め，特別支援教育のセンター的機能を一層発揮することが求められ

ている。

以上の観点から，次のとおり提言する。
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2 提言

（１） 離島における特別支援教育の充実

ア これまで特別支援学校のない離島において実施してきた「高校校

舎を活用した特別支援学校高等部訪問教育」の開設に当たっては，

複数名の入学希望があることを要件としてきたものを，１人の場合

でも開設できるようにすること。また，今後，特別支援教育を必要

とする生徒の就学が一定規模継続して見込まれる場合は，地元自治

体や関係機関の理解・協力，既存の高校校舎の活用等を総合的に検

討し，特別支援学校高等部の分校又は分教室の設置を図ること。

イ 「高校校舎を活用した特別支援学校高等部訪問教育」については，

これまで実施されてきた授業時数の確保等の工夫改善を今後も継続

するとともに，在宅の「訪問教育」との違いを明確にするため，「支

援教室」などと名称を付け，目的・効果等について分かりやすく提

示すること。

ウ 保護者等に対する特別支援学校高等部に関する説明会や進路希望

調査，地元自治体との意見交換会を毎年実施して，地元の理解の促

進や入学希望者の把握に努めること。

（２） 高等学校における特別支援教育の推進

ア 高等学校には，発達障がいを含む特別な配慮を必要とする生徒が

在籍しており，適切な対応が求められていることから，特別支援教

育に関する教職員研修の充実，特別支援教育支援員の配置に努める

こと。

イ 高等学校における特別支援学級の導入については，今後の国の動

向を注視するとともに，通級による指導については，研究指定校を

設置するなどして，平成３０年度からの新制度運用に向けた準備を

進めること。

ウ 障がいのある生徒が可能な限り職業的自立を図るため，職業教育

の充実，地元行政や企業等の関係機関と連携した雇用確保の強化を

図ること。
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（３） 特別支援教育の体制整備・環境整備

ア 特別支援教育に関する教職員研修の一層の充実に努め，適切な支

援が展開される環境を構築すること。また，共生社会の実現を目指

して，広く県民に対しても特別支援教育についての理解や啓発に努

めること。

イ 障害者差別解消法の施行を踏まえ，地域の学校に在籍する障がい

のある児童生徒が，安心して生活し，学べるよう，市町村教育委員

会がバリアフリーの環境整備やＩＣＴ機器の整備を進めることにつ

いて，先行事例や教育効果等の情報提供及び必要な助言を行うなど

して，支援に努めること。

ウ 障がいのある幼児児童生徒が，就学前から学校卒業後まで一貫し

た支援が受けられるよう，個別の指導計画・教育支援計画の作成，

移行支援シートの活用を一層推進し，学校種間の連携を強化するこ

と。

エ 障がいのある幼児児童生徒が身近な地域社会で専門的な教育が受

けられるよう，特別支援学校における特別支援教育のセンター的機

能の充実を図ること。

オ 特別支援学校高等部については，将来的な対象児童生徒の在籍見

込みや就学ニーズの動向を把握するなどして，全県的視野に立ち，

環境整備の必要性を継続的に検討すること。
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参 考※　文部科学省　特別支援教育パンフレットより
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高等学校内に設置する養護学校高等部の分校，分教室，訪問教育について
※ 法令上の定義はない 鹿児島県特別支援教育室

Ａ養護学校

教頭，教諭，養護教諭，
事務職員等

担任教諭

Ａ養護学校高等部 訪問教育

担任教諭 特別支援教育
支援員

在宅等訪問教育

疾病等のため，
通学困難な生徒
に対して，週６時
間程度の指導

Ｂ高等学校

Ａ養護学校高等部 分教室

重複学級３人まで(異学年可)

本県のみで実施

標準学級８人まで(学年ごと)
重複学級３人まで(異学年可)

Ａ養護学校高等部 分校

標準学級８人まで(学年ごと)

１学級３人まで(異学年可)
４人以上は担任２人

Ａ養護学校本校高等部の教育機能
をＢ高校内にほぼそのまま設置

Ａ養護学校本校高等部の数クラス分の
教室のみをＢ高校内に設置

Ａ養護学校本校高等部の教育課程を
基に生徒の実態に応じて活動を工夫

一般教室
(学級分)

農園

木工室

窯業室

一般教室
(学級分) 最低限の作業室

学級編制

学級編制

学級編制

訪問教育室

-
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１ 本県の児童生徒数の推移（公立のみ，専攻科は除く）

２ 本県の特別支援教育対象者数の推移

(１) 小学校（小学部）

0
10,000
20,000
30,000
40,000
50,000
60,000
70,000
80,000
90,000

100,000

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

人

小学校

中学校

高等学校

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

人

特別支援学校

特別支援学級

通級による指導

（単位：人）

小 学 校 92,885 91,795 90,765 90,067 89,669 89,433

中 学 校 47,651 46,581 46,075 45,622 45,297 44,499

高 等 学 校 38,185 36,938 35,497 34,494 33,489 32,945

27年度23年度 24年度 25年度 26年度 28年度区　　　分

（単位：人）

特 別 支 援 学 校 572 599 621 651 681 718

特 別 支 援 学 級 1,348 1,506 1,658 1,850 2,125 2,496

通級による指導 744 794 820 883 985 1,098

27年度23年度 24年度 25年度 26年度 28年度区　　　分
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(２) 中学校（中学部）

(３) 高等学校（高等部）

0
100
200
300
400
500
600
700
800
900

1,000

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

人

特別支援学校

特別支援学級

通級による指導

790
800
810
820
830
840
850
860
870
880
890

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

人

特別支援学校

（単位：人）

特 別 支 援 学 校 444 460 444 451 465 493

特 別 支 援 学 級 541 591 650 720 798 865

通級による指導 9 22 20 27 29 27

27年度25年度 26年度 28年度23年度 24年度区　　　分

（単位：人）

特 別 支 援 学 校 822 829 868 868 877 848

特 別 支 援 学 級 － － － － － －

通級による指導 － － － － － －

27年度23年度 24年度 25年度 26年度 28年度区　　　分
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３　本県における特別支援学校の設置状況

　(１)　県立
平成２８年４月１日現在

　(２)　国立　

知 ･肢 ･病

病弱･肢体

対象障害種

対象障害種

知 的 障 害

視 覚 障 害

聴 覚 障 害

知 的 障 害

肢体不自由

知 的 障 害

肢体不自由

加 治 木 養 護 姶 良 市 なし 小学部，中学部，高等部（普通科）

中 種 子 養 護
熊 毛 郡
中 種 子 町

なし 小学部，中学部，高等部（普通科）

指 宿 養 護 指 宿 市 なし 小学部，中学部，高等部（普通科）

大 島 養 護
大 島 郡
龍 郷 町

なし 小学部，中学部，高等部（普通科）

鹿児島大学教育学部
附属特別支援

鹿 児 島 市 なし 小学部，中学部，高等部（普通科）

学　 校　 名 所在地 寄宿舎 設　　置　　学　　部

南 薩 養 護 南さつま市 なし 小学部，中学部，高等部（普通科）

桜 丘 養 護 鹿 児 島 市 なし 小学部，中学部

鹿 屋 養 護 鹿 屋 市 なし 小学部，中学部，高等部（普通科）

串 木 野 養 護
い ち き
串 木 野 市

あり 小学部，中学部，高等部（普通科）

牧 之 原 養 護 霧 島 市 なし 小学部，中学部，高等部（普通科）

出 水 養 護 出 水 市 なし 小学部，中学部，高等部（普通科）

学　 校　 名 所　在　地 寄宿舎 設　　置　　学　　部

武 岡 台 養 護 鹿 児 島 市 なし 小学部，中学部，高等部（普通科）

鹿 児 島 盲 鹿 児 島 市 あり
小学部，中学部，高等部（本科：普通科，保健
理療科）（専攻科：理療科，保健理療科）

鹿 児 島 高 等
特 別 支 援

鹿 児 島 市 あり 高等部（普通科）

鹿 児 島 聾 鹿 児 島 市 あり
幼稚部，小学部，中学部，高等部（本科：被服
科，産業工芸科，理容科）（専攻科：理容科）

鹿 児 島 養 護 鹿 児 島 市 あり 小学部，中学部，高等部（普通科）

皆 与 志 養 護 鹿 児 島 市 なし 小学部，中学部
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学級 幼児 学級 児童 学級 生徒 学級 生徒 学級
児童
生徒

学級 生徒 学級

通学
幼児
児童
生徒

総計

視覚障害 鹿 児 島 盲 - - 3 4 2 3 5 10 0 0 6 10 16 27 27

聴覚障害 鹿 児 島 聾 4 15 8 22 5 9 8 17 0 0 1 1 26 64 64

知的障害
鹿 児 島 高 等
特 別 支 援

- - - - - - 12 95 - - - - 12 95 95

肢体不自由 皆 与 志 養 護 - - 3 9 5 10 - - 2 6 - - 10 19 25

武 岡 台 養 護 - - 22 104 14 62 22 124 2 2 - - 60 290 292

鹿 児 島 養 護 - - 25 98 18 65 23 99 3 8 - - 69 262 270

桜 丘 養 護 - - 17 55 7 22 - - 5 14 - - 29 77 91

南 薩 養 護 - - 8 24 5 20 10 39 1 2 - - 24 83 85

串 木 野 養 護 - - 18 58 14 57 15 92 1 3 - - 48 207 210

出 水 養 護 - - 20 82 12 47 14 77 2 4 - - 48 206 210

牧 之 原 養 護 - - 19 84 15 67 17 98 4 9 - - 55 249 258

鹿 屋 養 護 - - 19 61 16 65 13 77 1 2 - - 49 203 205

中 種 子 養 護 - - 5 8 3 10 7 23 1 1 - - 16 41 42

大 島 養 護 - - 8 22 6 23 8 47 5 5 - - 27 92 97

知・肢・病 指 宿 養 護 - - 8 26 4 12 4 21 0 0 - - 16 59 59

病弱・肢体 加 治 木 養 護 - - 10 26 5 11 5 12 3 6 - - 23 49 55

4 15 193 683 131 483 163 831 30 62 7 11 528 2,023 2,085

知的障害
鹿子島大学教育学部
附 属 特 別 支 援

- - 3 16 3 19 3 25 - - - - 9 60 60

４　特別支援学校幼児児童生徒数・学級数

（単位：学級，人）

高等部 訪問教育 専攻科 計
　　　　　　　　　　設置学部等

　　学校名

　(１)　県立

平成２８年５月１日現在

　(２)　国立

合　　　　計

幼稚部 小学部 中学部

対象障害種

知的障害

肢体不自由
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５ 高校校舎を活用した特別支援学校高等部訪問教育開設のための検討要件

(１) 複数名（２人以上）の対象生徒の入学希望があること（再開は１人でも
可）

(２) 受入島において特別支援教育支援員配置の協力が得られること
(３) 島内に就労支援の場（社会福祉施設，事業所等）が確保されること
(４) 高校の空き教室活用等により，高校生との交流が図られること

６ 高校校舎を活用した大島養護学校高等部訪問教育の生徒数の推移

※ 与論高校及び沖永良部高校については，対象生徒がいないことから，現在，
閉級となっているが，今後，希望生徒がおり実施要件が整えば，再開設する
ことになる。

７ 本県における「個別の指導計画」作成率
（作成が必要な幼児児童生徒が在籍する学校の作成率）

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

％

幼稚園

小学校

中学校

高等学校

（単位：％）

幼 稚 園 74.5 92.3 85.4 83.0 96.0

小 学 校 98.3 98.8 99.3 100.0 100.0

中 学 校 95.7 98.3 98.9 100.0 100.0

高 等 学 校 50.0 65.6 64.9 82.8 100.0

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度区　　　分

27年度 28年度

与 論 高 校 ２名 ２名 ２名 閉級

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度区　　　分

徳 之 島 高 校 ３名 ２名 ３名 １名

２名 閉級２名沖永良部高校 ２名
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８ 本県における「個別の教育支援計画」作成率
（作成が必要な幼児児童生徒が在籍する学校の作成率）

９ 本県における移行支援シート活用状況

(１) 移行支援シートの引継ぎ（保育園・幼稚園等から小学校への引継ぎ）

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

％

幼稚園

小学校

中学校

高等学校

134 167 173
221

261
342

518

642

0

100

200

300

400

500

600

700

25年度 26年度 27年度 28年度

校・件

引継ぎを受けた小学校数 引継件数

（単位：％）

幼 稚 園 61.7 69.2 79.2 78.7 87.5

小 学 校 91.0 95.6 97.4 100.0 100.0

中 学 校 91.9 96.5 98.3 100.0 100.0

高 等 学 校 46.9 59.4 63.6 78.6 96.4

区　　　分 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度
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（参考）平成２８年度新入生（小学校）のうち支援が必要な児童数

(２) 移行支援シートの引継ぎ（小学校から中学校への引継ぎ）

（参考）平成２８年度新入生（中学校）のうち支援が必要な生徒数

通 常 の 学 級 893人 

特別支援学級 419人 

計 1,312人 

通 常 の 学 級 580人 

特別支援学級 282人 

計 862人 

124 126 135 154

230 225

307
357

0
50

100
150
200
250
300
350
400

25年度 26年度 27年度 28年度

校・件

引継ぎを受けた中学校数 引継件数
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森林資源の循環利用の促進に関する条例制定について

１ 条例制定の背景

林地に群生する樹木などの森林資源は，土砂災害の防止，水源の涵養，

県土の保全や地球温暖化の防止など森林の有する公益的機能の発揮だけで

なく，「森は海の恋人」と称されるように，森林が生み出している養分等

が川を流れ海に供給されることで，海域の環境を良好に保ち生物を育むと

いった自然界の生物同士のつながりの維持にも大きく貢献している。

また，森林資源は，木材などの林産物として適正に利用されることによ

り，地域の経済活動の活性化にも貢献している。

しかし，森林資源を将来にわたって活用するためには，健全で持続的な

森林の維持に向けて植林，伐採，利用，そして植林といった循環利用の促

進を図る必要があるが，現状においては，さまざまな課題があり，厳しい

ものとなっている。

（１）森林資源について

本県の森林面積は，県土の６割を占める５９万ヘクタールで，その５

割を占めるスギ・ヒノキの人工林は，利用可能な林齢３１年以上の森林

が約９割を占めるなど，本格的な利用期を迎えており，平成27年度の森

林面積及び人工林面積は，ともに九州第２位となっている。また，スギ

・ヒノキ人工林の皆伐面積は，近年，木材生産量の増加に伴い増加して

いる。また，林業の採算性の悪化，森林所有者の不在村化・高齢化もあ

り，間伐などの手入れの行き届いていない人工林や，皆伐されたまま植

林されずに放置された森林が増加しつつあり，豪雨等による林地崩壊な

どの森林災害の発生が危惧される。

このため，スギ・ヒノキ人工林については，間伐など継続的な森林の

保全，整備とともに，再造林による適切な更新が行われておらず林齢の

構成の偏りが解消されていないことが課題となっている。

（２）木材生産について

本県の平成２７年度の木材生産量は，８６.７万 であり，平成３２年

度の生産量の目標である１００万 に向けて，近年は増加傾向で推移し

ている。森林資源の利活用にあたり，「植える→育てる→使う→植える」
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というサイクルの中で需要に応じた安定的・効率的な供給体制の構築が

必要であるが，本県の森林をみると零細な所有形態で，木材生産につい

ても小規模・分散的であり，また，林業就業者については，平成２年の

約３,６００人から減少し，特に，資源の再造成につながる植林や保育作

業の従事者の減少が著しく，近年は，約１,６００人程度で推移してきて

いる。一方，人材不足に対応し生産性を向上させるため，高性能林業機

械の保有台数が大幅に増加している状況である。

また，林業就業者については，他産業に比べ所得が低いことや労働環

境が厳しく危険な作業を伴うことなどから，新規参入者の定着率が著し

く低くなっている。

このため，就業者確保の取組の更なる推進とともに，高性能林業機械

導入に係る負担の軽減など，林業事業体の安定的な経営のための環境の

整備が課題となっている。

（３）木材の需要及び販路について

木材の需要については，近年，大型木材加工施設や木質バイオマス発

電施設の稼働により増加傾向にあり，今後も新たな施設整備計画もあり

増加が見込まれるが，このうち建築用製材品については，安価な県外製

材品が流入し，本県需要量の6割が県外からの移入となっている状況で

ある。また，中国，台湾など東アジアの木材需要が旺盛であり，土木資

材向け低質材を中心に輸出が増加しているが，製材品等の新たな販路と

しての活用も期待されている。さらに，新たな建築資材としてＣＬＴ（直

交集成板）が注目されるとともに，木材の快適性を活かし居住性に配慮

した災害応急仮設住宅の木造化，さらには，木材から得られる超極細繊

維であるセルロースナノファイバーといった新素材としての利用が期待

されている。

このため，建築用製材品について，安価な県外製材品に対抗できる製

材コストの低減や流通形態の改善など県産材のシェア拡大に向けた取組

とともに良質材や付加価値の高い製材品の輸出の拡大が課題となってい

る。

また，今後，少子高齢化による住宅着工戸数の減少が見込まれること

から，住宅建築に占める木造住宅のシェアの拡大や非木造住宅の内装等

における木材利用拡大をはじめ新たな木材需要に対する対策が必要とな

っている。

-2-



２ 条例の必要性

（１）森林資源の循環利用促進の意義

県内外において県産材の利用を拡大するため，新たな販路や需要の創

出を行うなど林業・木材産業の成長産業化を図ることは，本県の豊富な

森林資源の適切な循環利用を促進し，健全で持続的な森林の維持だけで

なく鹿児島における地方創生の実現にも寄与することになる。

（２）森林資源の循環利用促進に向けた取組

森林資源の循環利用の促進を図るためには，林業就業者など人材の確

保・育成，森林施業の集約化，路網整備，高性能林業機械導入等による

効率的・安定的な県産材供給の仕組みづくりなど林業採算性の向上を図

ることや，間伐や再造林など県産材供給機能を持続的に発揮させるため

の森林の保全・整備を継続的に実施することが必要である。

また，県産材の需要拡大を図るためには，加工・流通体制の整備や県

産材の住宅等への活用促進，ＣＬＴ（直交集成板）の普及や木質バイオ

マスの利用促進，県産材輸出の拡大等のほか，セルロースナノファイバ

ー等の新分野への開発・利用について関係機関・団体と緊密に連携して

進めることが必要である。

（３）条例制定の必要性

森林資源の循環利用を促進するため，この理念や県，森林所有者，林

業事業者等のそれぞれの責務・役割などを明らかにするとともに，再造

林の推進など基本的な事項を体系的に条例に規定することにより，健全

で持続的な森林の維持に関する取組を継続的，包括的に展開することを

目指す。
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３ 条例に規定すべき事項

（１）県の責務，森林所有者及び林業事業者等の役割，協力

（２）推進体制の整備

（３）森林の保全管理・整備の推進

（４）人材の確保・育成

（５）県産材の安定供給

（６）県産材利用促進に関する指針及び取組

（７）県産材の流通加工体制の整備ならびに加工開発，国内販売及び輸出の

促進

（８）木育の促進，普及啓発

４ 条例に規定する主な内容

（ １ ） 前文

（ ２ ） 目的

（ ３ ） 定義

（ ４ ） 基本理念

（ ５ ） 県の責務

（ ６ ） 森林所有者及び林業事業者の役割

（ ７ ） 木材産業事業者の役割

（ ８ ） 建築関係事業者の協力

（ ９ ） 県民，市町村の協力

（10） 推進体制の整備（県産材利用促進の総合的役割）

（11） 森林の保全管理・整備

（12） 再造林の推進

（13） 人材の確保・育成

（14） 県産材の安定供給

（15） 県産材利用促進に関する指針

（16） 県産材利用促進及び優先的利用の促進

（17） 県産材の流通加工体制の整備

（18） 県産材の加工開発の促進

（19） 県産材の国内販売の促進

（20） 県産材の輸出の促進

（21） 木育の促進

（22） 普及啓発

（23） 施策の実施状況の公表

（24） 財政上の措置
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１　森林資源の概要

実　　数
全　国　に
占　め　る
割　合　(%)

全　国　に
お　け　る
地　　　 位

九　州　に
お　け　る
順　　 　位

備　　考

919

587 2.4 12 2

国有林 152 2 12 2

民有林 435 2.5 13 1

289 2.8 9 2

２　スギ・ヒノキの状況

［参　考］　

単位：千ha　　

・国有林の地域別の森林計画書
・林野庁「森林・林業統計」
・地域森林計画書　など

総　 数

　人工林

森　林

面　積

区　　分

総土地面積

資料：平成２７年度版 県森林・林業統計

(

-5-



３　造林

資料：平成28年度版県森林・林業統計

４　県産材の生産量

資料：平成28年度版県森林・林業統計

○平成32年度の
　            生産量
　 目標：１００万 

 （県森林・林業
      振興基本計画）

0
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1,303 1,292 

638 
251 180 261 250 235 341 252 315 

ha

年度

年度
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５　林業就業者数

　　　　　　　　資料：森林経営課

６　高性能林業機械の保有状況

3627

2326
2103

1682 1575 1533 1587

7.3
9.4

16.2
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林業就業者数(人） 40歳未満の割合(%)

人

年度

％

  高性能林業機械保有状況推移

林業機械名 Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

スキッダ 15 16 16 16 16 19
スイングヤーダ 15 15 17 17 19 21
タワーヤーダ 3 3 3 3 3 2
プロセッサ 22 22 26 24 31 43
ハーベスタ 13 12 13 13 16 23
フォワーダ 34 40 45 54 60 90
その他 11 13 21 18 30 46
計 113 121 141 145 175 244

　  資料：かごしま材振興課

　　　　　単位：台　
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７　木材の需要

○住宅着工戸数

○建築用製材品

10,776 
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資料：かごしま材振興課

戸
％

年度

資料：かごしま材振興課

年度
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○県産材の輸出状況
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資料：かごしま材振興課
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